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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　加工対象面に対してレーザ光を照射して、所望の加工を行うレーザ加工装置であって、
　基本周波数の基本波レーザ光を生成するためのレーザ媒質と、
　前記レーザ媒質を励起する励起光源と、
　前記レーザ媒質で生成される基本波レーザ光をＱスイッチ周波数でＯＮ／ＯＦＦ制御可
能なＱスイッチと、
　前記Ｑスイッチからの基本波レーザ光を入射して、基本波レーザ光の波長に対して高調
波の波長を有する高調波レーザ光を生成するための波長変換素子と、
　レーザ光の光路上に設けられてレーザ光を遮断する閉状態と、レーザ光を通過させる開
状態とを切り替え可能なシャッタ手段と、
　前記波長変換素子から出力されるレーザ光のパワーを検出するための出力モニタ手段と
、
　前記シャッタ手段を閉状態としてレーザ光を遮断し外部へのレーザ出力を禁止させると
ともに、前記ＱスイッチのＱスイッチ周波数を、前記波長変換素子がピーク近傍の高い出
力を示す特定の周波数域をＱスイッチ周波数として、前記ＱスイッチをＯＮ／ＯＦＦ動作
させたときのレーザパワーを前記出力モニタ手段で検出し、所定値以上のレーザパワーを
検出できない場合、異常と判定する異常判定手段と、
を備え、
　前記波長変換素子が、特定の周波数帯域で他の周波数帯域よりも高い出力を示す特性を
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有しており、
　該特定の周波数帯域において前記ＱスイッチをＯＮ／ＯＦＦ制御して、前記出力モニタ
手段で検出されるレーザパワーが、
　　第一の所定値よりも低く、かつ第二の所定値よりも高い場合、前記異常判定手段がレ
ーザパワー出力の低下と判定し、
　　第二の所定値よりも低い場合、前記異常判定手段がＱスイッチの動作チェックエラー
を出力することを特徴とするレーザ加工装置。
【請求項２】
　請求項１に記載のレーザ加工装置において、
　前記レーザ加工装置の起動時に、前記異常判定手段で異常判定動作を実行することを特
徴とするレーザ加工装置。
【請求項３】
　加工対象面に対してレーザ光を照射して、所望の加工を行うレーザ加工装置であって、
　基本周波数の基本波レーザ光を生成するためのレーザ媒質と、
　前記レーザ媒質を励起する励起光源と、
　前記レーザ媒質で生成される基本波レーザ光をＱスイッチ周波数でＯＮ／ＯＦＦ制御可
能なＱスイッチと、
　前記Ｑスイッチからの基本波レーザ光を入射して、基本波レーザ光の波長に対して高調
波の波長を有する高調波レーザ光を生成するための波長変換素子と、
　レーザ光の光路上に設けられてレーザ光を遮断する閉状態と、レーザ光を通過させる開
状態とを切り替え可能なシャッタ手段と、
　前記波長変換素子から出力されるレーザ光のパワーを検出するための出力モニタ手段と
、
　前記シャッタ手段を開状態としてレーザ光を出力して加工を行う加工モードと、レーザ
パワー出力の低下と前記Ｑスイッチの動作を検知する異常検知モードとを切り替え可能な
モード切替手段と、
　異常検知モードにおいて、前記シャッタ手段を閉状態としてレーザ光を遮断し外部への
レーザ出力を禁止させるとともに、前記ＱスイッチのＱスイッチ周波数を、前記波長変換
素子がピーク近傍の高い出力を示す特定の周波数域をＱスイッチ周波数として、前記Ｑス
イッチをＯＮ／ＯＦＦさせると共に、このときのレーザパワーを前記出力モニタ手段で検
出し、所定値以上のレーザパワーを検出できない場合、異常と判定する異常判定手段と、
を備え、
　前記波長変換素子が、特定の周波数帯域で他の周波数帯域よりも高い出力を示す特性を
有しており、
　該特定の周波数帯域において前記ＱスイッチをＯＮ／ＯＦＦ制御して、前記出力モニタ
手段で検出されるレーザパワーが、
　　第一の所定値よりも低く、かつ第二の所定値よりも高い場合、前記異常判定手段がレ
ーザパワー出力の低下と判定し、
　　第二の所定値よりも低い場合、前記異常判定手段がＱスイッチの動作チェックエラー
を出力することを特徴とするレーザ加工装置。
【請求項４】
　請求項１から３のいずれか一に記載のレーザ加工装置において、さらに、
　前記波長変換素子の下流側に設けられ、レーザ光出力の一部を抽出して前記出力モニタ
手段に送出するための出力抽出手段を備えることを特徴とするレーザ加工装置。
【請求項５】
　請求項１から４のいずれか一に記載のレーザ加工装置において、
　前記出力モニタ手段で検出したレーザパワーに基づいて、前記励起光源の出力を制御す
ることを特徴とするレーザ加工装置。
【請求項６】
　請求項１から５のいずれか一に記載のレーザ加工装置において、
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　前記異常判定手段が、前記ＱスイッチがＯＮ／ＯＦＦ制御される間、ＱスイッチがＯＮ
状態をまたはＯＦＦ状態を維持した状態を、Ｑスイッチの動作チェックエラーと判定する
ことを特徴とするレーザ加工装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、レーザマーキング装置等、レーザ光を加工対象物に照射して印字等の加工を
行うレーザ加工装置、レーザ加工装置の異常検知方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　レーザ加工装置は、レーザ光を所定の領域内において走査して、部品や製品等の加工対
象物（ワーク）の表面に対しレーザ光を照射して印字やマーキング等の加工を行う。レー
ザ加工装置の構成の一例を図１に示す。この図に示すレーザ加工装置３００は、レーザ制
御部１とレーザ出力部２と入力部３とを備える。レーザ制御部１のレーザ励起部６で発生
される励起光を、レーザ出力部２のレーザ発振部５０で発振器を構成するレーザ媒質８に
照射し、レーザ発振を生じさせる。レーザ発振光はレーザ媒質８の出射端面から出射され
、Ｑスイッチ１９でＯＮ／ＯＦＦ制御される。さらにビームエキスパンダ５３でビーム径
を拡大されて、必要に応じミラーなどの光学部材により反射されてレーザ光走査部９に導
かれる。レーザ光走査部９は、レーザ光ＬＢをガルバノミラー等で反射させて所望の方向
に偏光する。また、レーザ光走査部９の下方には、集光部１５が備えられる。集光部１５
はレーザ光を作業領域に照射させるよう集光するための集光レンズで構成され、ｆθレン
ズが使用される。集光部１５から出力されるレーザ光ＬＢは、ワークＷＫの表面で走査さ
れて印字等の加工を行う。
【０００３】
　このような基本波長のレーザ加工システムにおいては、異常検知を行う必要がある。こ
の内、Ｑスイッチは故障するとレーザ光をＯＦＦできない、いわゆる開き放しの状態とな
る。このようなＱスイッチの異常検知方法としては、図２に示すようにＱスイッチの下流
側にパワーモニタを設け、Ｑスイッチを閉じた状態でレーザ媒質を励起し、パワーモニタ
で漏れ光があるかどうかを検出する方法がある。この状態では、本来Ｑスイッチが閉じら
れた状態であるため、パワーモニタで漏れ光は検出されないはずであるが、Ｑスイッチが
故障して開き放しになっていると、漏れ光が検出されて、異常を検知できる。例えば図２
の回路で、Ｑスイッチ１９を閉じたままレーザパワー８０％相当の励起光をＬＤに投入す
る。このときのＬＤの電流値とパワーモニタで検出した出力を図３に示す。ここでパワー
モニタで取得したパワーが０．８Ｗ以上のときは、Ｑスイッチ１９がレーザ出力を止める
ことができないとして、故障エラーと判定していた。
【０００４】
　しかしながら、パワーモニタとして使用するサーモパイルは、本来的にレーザパワーが
高い範囲での正確な出力値を検出するための素子であり、レーザパワーが低い範囲でも高
性能な検出を行おうとすれば、分解能の高い高精度なサーモパイルが必要となり、部品コ
ストが高騰する。
【０００５】
　一方で、上記のようなＹＡＧやＹＶＯ4の固体レーザ結晶をレーザ媒質として用い、Ｑ
スイッチを介して発振する基本波長レーザ発振器の下流にＬＢＯ結晶等の波長変換素子を
設けることで、第２次高調波を生成することができる（例えば特許文献１）。図４にこの
ようなレーザ加工装置のブロック図を示す。波長変換素子を用いてレーザ媒質から出射さ
れるレーザ光の波長を変換すると、第２次高調波として基本波長の１／２の波長が得られ
る。また、複数の波長変換素子を用いて、第３次、第４次といったより高次の高調波を得
る技術も知られている。
【０００６】
　このような波長変換素子から出力される高調波の出力パワーは、周波数依存性を示すこ
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とが知られている。図５に、このようなＱスイッチ周波数に依存したＬＢＯ結晶の平均出
力を示したグラフを示す。ＬＢＯ結晶は、Ｑスイッチの特定の周波数に対して高い出力を
示し、他の周波数領域では低い出力を示す。図５によれば、Ｑスイッチ周波数が３０ｋＨ
ｚ近傍では、ＬＢＯは高い出力を得るものの、Ｑスイッチ周波数が０、すなわち「開き放
し」のときは殆ど出力しないことが判る。
【０００７】
　しかしながら、このような特性を有する波長変換素子を利用した高次高調波を出力する
レーザ加工システムでは、Ｑスイッチの異常検知を適切に行えないという問題がある。す
なわち、Ｑスイッチ周波数が低い状態あるいは開き放しの状態では、ＬＢＯからの出力が
殆ど無い状態となる。同様にＱスイッチ周波数が高い状態、あるいは閉じ放しの状態でも
、出力が低下する。このような低い出力をパワーモニタで正確に検出することは困難であ
る上、Ｑスイッチが正常に動作している場合でもＬＢＯを介したレーザパワーの最終出力
が低くなるため、それがＱスイッチの故障によるものか、周波数に依存したものであるか
を判別することができなった。
【特許文献１】特開２００１－１４４３５６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、従来のこのような問題点を解決するためになされたものである。本発明の一
の目的は、波長変換素子を用いたレーザ加工システムにおいて、Ｑスイッチの異常検知を
確実に行うことのできるレーザ加工装置、レーザ加工装置の異常検知方法を提供すること
にある。
【課題を解決するための手段及び発明の効果】
【０００９】
　第１発明に係るレーザ加工装置によれば、加工対象面に対してレーザ光を照射して、所
望の加工を行うレーザ加工装置であって、基本周波数の基本波レーザ光を生成するための
レーザ媒質と、前記レーザ媒質を励起する励起光源と、前記レーザ媒質で生成される基本
波レーザ光をＱスイッチ周波数でＯＮ／ＯＦＦ制御可能なＱスイッチと、前記Ｑスイッチ
からの基本波レーザ光を入射して、基本波レーザ光の波長に対して高調波の波長を有する
高調波レーザ光を生成するための波長変換素子と、レーザ光の光路上に設けられてレーザ
光を遮断する閉状態と、レーザ光を通過させる開状態とを切り替え可能なシャッタ手段と
、前記波長変換素子から出力されるレーザ光のパワーを検出するための出力モニタ手段と
、前記シャッタ手段を閉状態としてレーザ光を遮断し外部へのレーザ出力を禁止させると
ともに、前記ＱスイッチのＱスイッチ周波数を、前記波長変換素子がピーク近傍の高い出
力を示す特定の周波数域をＱスイッチ周波数として、前記ＱスイッチをＯＮ／ＯＦＦ動作
させたときのレーザパワーを前記出力モニタ手段で検出し、所定値以上のレーザパワーを
検出できない場合、異常と判定する異常判定手段とを備え、前記波長変換素子が、特定の
周波数帯域で他の周波数帯域よりも高い出力を示す特性を有しており、該特定の周波数帯
域において前記ＱスイッチをＯＮ／ＯＦＦ制御して、前記出力モニタ手段で検出されるレ
ーザパワーが、第一の所定値よりも低く、かつ第二の所定値よりも高い場合、前記異常判
定手段がレーザパワー出力の低下と判定し、第二の所定値よりも低い場合、前記異常判定
手段がＱスイッチの動作チェックエラーを出力することができる。これにより、波長変換
素子に固有の周波数特性を利用して、Ｑスイッチの動作チェックを精度よく行うことがで
きる。また、従来の異常検知のように出力を出さない状態でもし出力が検知されたら異常
と判定するとは逆に、本来出力が得られるはずの周波数領域でＱスイッチを動作させて、
出力が得られないことを異常と判定する構成としており、従来であれば異常検知が困難な
周波数依存の波長変換素子を用いたレーザ加工装置においても、確実にＱスイッチの動作
を検知できる。加えて、出力モニタ手段にレーザパワーを検知させる領域を、レーザパワ
ーが高い領域としたことで、出力モニタ手段の感度を高める必要が無く、これにより出力
モニタ手段を構成する部品のコストを低減できる効果も得られる。
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【００１０】
　また第２発明に係るレーザ加工装置によれば、前記レーザ加工装置の起動時に、前記異
常判定手段で異常判定動作を実行することができる。これにより、電源投入時に毎回異常
検知動作を実行して、加工の信頼性を高めることができる。
【００１１】
　さらに第３発明に係るレーザ加工装置によれば、加工対象面に対してレーザ光を照射し
て、所望の加工を行うレーザ加工装置であって、基本周波数の基本波レーザ光を生成する
ためのレーザ媒質と、前記レーザ媒質を励起する励起光源と、前記レーザ媒質で生成され
る基本波レーザ光をＱスイッチ周波数でＯＮ／ＯＦＦ制御可能なＱスイッチと、前記Ｑス
イッチからの基本波レーザ光を入射して、基本波レーザ光の波長に対して高調波の波長を
有する高調波レーザ光を生成するための波長変換素子と、レーザ光の光路上に設けられて
レーザ光を遮断する閉状態と、レーザ光を通過させる開状態とを切り替え可能なシャッタ
手段と、前記波長変換素子から出力されるレーザ光のパワーを検出するための出力モニタ
手段と、前記シャッタ手段を開状態としてレーザ光を出力して加工を行う加工モードと、
レーザパワー出力の低下と前記Ｑスイッチの動作を検知する異常検知モードとを切り替え
可能なモード切替手段と、異常検知モードにおいて、前記シャッタ手段を閉状態としてレ
ーザ光を遮断し外部へのレーザ出力を禁止させるとともに、前記ＱスイッチのＱスイッチ
周波数を、前記波長変換素子がピーク近傍の高い出力を示す特定の周波数域をＱスイッチ
周波数として、前記ＱスイッチをＯＮ／ＯＦＦさせると共に、このときのレーザパワーを
前記出力モニタ手段で検出し、所定値以上のレーザパワーを検出できない場合、異常と判
定する異常判定手段とを備え、前記波長変換素子が、特定の周波数帯域で他の周波数帯域
よりも高い出力を示す特性を有しており、該特定の周波数帯域において前記Ｑスイッチを
ＯＮ／ＯＦＦ制御して、前記出力モニタ手段で検出されるレーザパワーが、第一の所定値
よりも低く、かつ第二の所定値よりも高い場合、前記異常判定手段がレーザパワー出力の
低下と判定し、第二の所定値よりも低い場合、前記異常判定手段がＱスイッチの動作チェ
ックエラーを出力することができる。これにより、波長変換素子に固有の周波数特性を利
用して、Ｑスイッチの動作チェックを精度よく行うことができる。また、従来の異常検知
のように出力を出さない状態でもし出力が検知されたら異常と判定するとは逆に、本来出
力が得られるはずの周波数領域でＱスイッチを動作させて、出力が得られないことを異常
と判定する構成としており、従来であれば異常検知が困難な周波数依存の波長変換素子を
用いたレーザ加工装置においても、確実にＱスイッチの動作を検知できる。加えて、出力
モニタ手段にレーザパワーを検知させる領域を、レーザパワーが高い領域としたことで、
出力モニタ手段の感度を高める必要が無く、これにより出力モニタ手段を構成する部品の
コストを低減できる効果も得られる。
【００１２】
　さらにまた第４発明に係るレーザ加工装置によれば、さらに前記波長変換素子の下流側
に設けられ、レーザ光出力の一部を抽出して前記出力モニタ手段に送出するための出力抽
出手段を備えることができる。これにより、出力モニタ手段でレーザ光出力の一部を取得
でき、効果的なパワーモニタリングが行える。
【００１３】
　さらにまた実施の形態に係るレーザ加工装置によれば、前記波長変換素子を、ＬＢＯ、
ＢＢＯ、ＫＴＰの内少なくともいずれかとできる。
【００１４】
　さらにまた第５発明に係るレーザ加工装置によれば、前記出力モニタ手段で検出したレ
ーザパワーに基づいて、前記励起光源の出力を制御することができる。これにより、現実
に得られたレーザパワーに基づいたフィードバック制御が実現される。
【００１５】
　さらにまた実施の形態に係るレーザ加工装置によれば、波長変換素子に固有の周波数特
性を利用して、Ｑスイッチの動作チェックと励起光源の出力低下を同時に精度よく行うこ
とができる。



(6) JP 5314275 B2 2013.10.16

10

20

30

40

50

【００１６】
【００１７】
　さらにまた第６発明に係るレーザ加工装置によれば、前記異常判定手段が、前記Ｑスイ
ッチがＯＮ／ＯＦＦ制御される間、ＱスイッチがＯＮ状態をまたはＯＦＦ状態を維持した
状態を、Ｑスイッチの動作チェックエラーと判定することができる。
【００１８】
　さらにまた実施の形態に係るレーザ加工装置の異常検知方法によれば、ＱスイッチでＯ
Ｎ／ＯＦＦ制御可能とした基本波レーザ光を、波長変換素子に入射して、基本波レーザ光
の波長に対して高調波の波長を有する高調波レーザ光を加工対象面に照射して、所望の加
工を行うレーザ加工装置の異常検知方法であって、レーザ光の光路上に設けられたシャッ
タ手段を閉状態としてレーザ光が外部に出力されるのを遮断した状態で、異常を検知する
異常検知モードに切り替えると共に、前記Ｑスイッチがレーザ光のＯＮ／ＯＦＦを行うＱ
スイッチ周波数を、前記波長変換素子がピーク近傍の高い出力を示す特定の周波数域をＱ
スイッチ周波数に設定する工程と、該Ｑスイッチ周波数で前記ＱスイッチをＯＮ／ＯＦＦ
してレーザ光を発振させると共に、波長変換素子から出力されるレーザ光のパワーを出力
モニタ手段で検出する工程と、前記出力モニタ手段で所定値以上のレーザパワーを検出で
きない場合、異常と判定する工程とを含むことができる。これにより、波長変換素子に固
有の周波数特性を利用して、Ｑスイッチの故障を精度よく行うことができる。
【００１９】
　さらにまた実施の形態に係るレーザ加工装置の異常検出プログラムによれば、Ｑスイッ
チでＯＮ／ＯＦＦ制御可能とした基本波レーザ光を、波長変換素子に入射して、基本波レ
ーザ光の波長に対して高調波の波長を有する高調波レーザ光を加工対象面に照射して、所
望の加工を行うレーザ加工装置の異常検知プログラムであって、レーザ光の光路上に設け
られたシャッタ手段を閉状態としてレーザ光が外部に出力されるのを遮断した状態で、前
記Ｑスイッチがレーザ光のＯＮ／ＯＦＦを行うＱスイッチ周波数を、前記波長変換素子が
ピーク近傍の高い出力を示す特定の周波数域をＱスイッチ周波数に設定する機能と、該Ｑ
スイッチ周波数で前記ＱスイッチをＯＮ／ＯＦＦしてレーザ光を発振させると共に、波長
変換素子から出力されるレーザ光のパワーを出力モニタ手段で検出する機能と、前記出力
モニタ手段で所定値以上のレーザパワーを検出できない場合、異常と判定する機能とをコ
ンピュータに実現させることができる。これにより、波長変換素子に固有の周波数特性を
利用して、Ｑスイッチの故障を精度よく行うことができる。
【００２０】
　さらにまた実施の形態に係るコンピュータで読み取り可能な記録媒体は、上記プログラ
ムを格納したものである。記録媒体には、ＣＤ－ＲＯＭ、ＣＤ－Ｒ、ＣＤ－ＲＷやフレキ
シブルディスク、磁気テープ、ＭＯ、ＤＶＤ－ＲＯＭ、ＤＶＤ－ＲＡＭ、ＤＶＤ－Ｒ、Ｄ
ＶＤ＋Ｒ、ＤＶＤ－ＲＷ、ＤＶＤ＋ＲＷ、Ｂｌｕ－ｒａｙ、ＨＤ　ＤＶＤ（ＡＯＤ）等の
磁気ディスク、光ディスク、光磁気ディスク、半導体メモリその他のプログラムを格納可
能な媒体が含まれる。またプログラムには、上記記録媒体に格納されて配布されるものの
他、インターネット等のネットワーク回線を通じてダウンロードによって配布される形態
のものも含まれる。さらに記録媒体にはプログラムを記録可能な機器、例えば上記プログ
ラムがソフトウェアやファームウェア等の形態で実行可能な状態に実装された汎用もしく
は専用機器を含む。さらにまたプログラムに含まれる各処理や機能は、コンピュータで実
行可能なプログラムソフトウエアにより実行してもよいし、各部の処理を所定のゲートア
レイ（ＦＰＧＡ、ＡＳＩＣ）等のハードウエア、又はプログラムソフトウエアとハードウ
ェアの一部の要素を実現する部分的ハードウエアモジュールとが混在する形式で実現して
もよい。
【００２１】
　以下、本発明の実施の形態を図面に基づいて説明する。ただし、以下に示す実施の形態
は、本発明の技術思想を具体化するためのレーザ加工装置、レーザ加工装置の異常検知方
法を例示するものであって、本発明はレーザ加工装置、レーザ加工装置の異常検知方法を
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以下のものに特定しない。また、本明細書は特許請求の範囲に示される部材を、実施の形
態の部材に特定するものでは決してない。特に実施の形態に記載されている構成部材の寸
法、材質、形状、その相対的配置等は特に特定的な記載がない限りは、本発明の範囲をそ
れのみに限定する趣旨ではなく、単なる説明例にすぎない。なお、各図面が示す部材の大
きさや位置関係等は、説明を明確にするため誇張していることがある。さらに以下の説明
において、同一の名称、符号については同一もしくは同質の部材を示しており、詳細説明
を適宜省略する。さらに、本発明を構成する各要素は、複数の要素を同一の部材で構成し
て一の部材で複数の要素を兼用する態様としてもよいし、逆に一の部材の機能を複数の部
材で分担して実現することもできる。また、一部の実施例、実施形態において説明された
内容は、他の実施例、実施形態等に利用可能なものもある。
【００２２】
　本明細書においてレーザ加工装置とこれに接続される操作、制御、入出力、表示、その
他の処理等のためのコンピュータ、プリンタ、外部記憶装置その他の周辺機器との接続は
、例えばＩＥＥＥ１３９４、ＲＳ－２３２ｘ、ＲＳ－４２２、ＲＳ－４２３、ＲＳ－４８
５、ＵＳＢ、ＰＳ２等のシリアル接続、パラレル接続、あるいは１０ＢＡＳＥ－Ｔ、１０
０ＢＡＳＥ－ＴＸ、１０００ＢＡＳＥ－Ｔ等のネットワークを介して電気的に接続して通
信を行う。接続は有線を使った物理的な接続に限られず、ＩＥＥＥ８０２．１ｘ、ＯＦＤ
Ｍ方式等の無線ＬＡＮやＢｌｕｅｔｏｏｔｈ（登録商標）等の電波、赤外線、光通信等を
利用した無線接続等でもよい。さらに加工パターンのデータ保存や設定の保存等を行うた
めの記録媒体には、メモリカードや磁気ディスク、光ディスク、光磁気ディスク、半導体
メモリ等が利用できる。
【００２３】
　以下の実施の形態では、本発明を具現化したレーザ加工装置の一例として、レーザマー
カについて説明する。ただ、本明細書においてレーザ加工装置は、その名称に拘わらずレ
ーザ応用機器一般に利用でき、例えばレーザ発振器や各種のレーザ加工装置、穴あけ、マ
ーキング、トリミング、スクライビング、表面処理等のレーザ加工や、レーザ光源として
他のレーザ応用分野、例えばＤＶＤやＢｌｕ－ｒａｙ（登録商標）等の光ディスクの高密
度記録再生用光源や通信用の光源、印刷機器、照明用光源、ディスプレイ等の表示装置用
の光源、医療機器等において、好適に利用できる。
【００２４】
　また、本明細書においては加工の代表例として印字について説明するが、上述の通り印
字加工に限られず、溶融や剥離、表面酸化、切削、変色等のレーザ光を使ったあらゆる加
工処理においても利用できる。また印字とは文字や記号、図形等のマーキングの他、上述
した各種の加工も含む概念で使用する。
（高調波出力レーザ加工装置）
【００２５】
　図６に、レーザ加工装置１００のレーザ光出力部分のブロック図を示す。この図に示す
レーザ加工装置１００は、コントローラ部１Ａとヘッド部で構成され、コントローラ部１
Ａがレーザ制御部１、ヘッド部がレーザ出力部２に該当する。
【００２６】
　コントローラ部１Ａは、レーザ励起部６であるＬＤ素子と、ＬＤ素子に供給する駆動電
流を制御するレーザ駆動制御部４と、レーザ駆動制御部４にＬＤ駆動電流値を指示するコ
ントローラ演算部３０と、ヘッド部の増幅回路２８からコントローラ演算部３０に送られ
るレーザパワーに関する信号をＡ／Ｄ変換するためのＡ／Ｄコンバータ３１とを備える。
コントローラ部１Ａとヘッド部は、ケーブル部を介して接続されており、ケーブル部には
ＬＤ素子から出力される励起光をヘッド部に伝達する光ファイバケーブル１３、及び電気
信号をやりとりする信号線や電力をヘッド部側に電力を供給するための電力線（図示せず
）等を含む。さらにコントローラ部１Ａには、ユーザが各種設定や操作を行うための入力
部３と、操作画面を表示し入力内容を確認するための表示部８２が接続される。
（入力部３；表示部８２）
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【００２７】
　入力部３はコントローラ演算部に接続され、レーザ加工装置を操作するための必要な設
定を入力してレーザ制御部１に送信する。設定内容はレーザ加工装置の動作条件や具体的
な印字内容等である。入力部３はキーボードやマウス、コンソール等の入力デバイスであ
る。また、入力部３で入力された入力情報を確認したり、レーザ制御部１の状態等を表示
する表示部８２を別途設けることもできる。表示部８２はＬＣＤやブラウン管等のモニタ
が利用できる。またタッチパネル方式を利用すれば、入力部と表示部を兼用することもで
きる。これによって、コンピュータ等を外部接続することなく入力部でレーザ加工装置の
必要な設定を行うことができる。またこの入力部３は、所望の加工パターンに加工する加
工条件として、レーザ光出力条件と加工パターンを設定するための加工条件設定部として
も機能する。
【００２８】
　またヘッド部は、光ファイバで伝達される励起光でレーザ発振を生じさせるレーザ媒質
８と、レーザ媒質８から出射されるレーザ発振光を所定の周波数でＯＮ／ＯＦＦ制御する
ためのＱスイッチ１９と、Ｑスイッチ１９から出射される発振光を波長変換するための波
長変換素子２０と、波長変換された発振光から必要に応じて特定波長成分をカットするフ
ィルタ手段２４と、フィルタ手段２４でフィルタされた発振光がレーザ光出力としてヘッ
ド部から出射されるのを遮断するためのシャッタ手段２５と、レーザ光出力の一部を抽出
するための出力抽出手段と、出力抽出手段２６で抽出されたレーザパワーを測定するため
の出力モニタ手段２７と、出力モニタ手段２７で検出されたレーザパワーに関する信号を
必要に応じて増幅するための増幅回路２８とを備える。また波長変換素子２０には、波長
変換素子２０の温度を測定し、調整するための温度調整手段２１と、温度調整手段２１の
温調動作を制御するための温度制御手段２２が固定される。温度制御手段２２は、コント
ローラ部１Ａのコントローラ演算部３０と接続されており、温度調整手段２１で測定され
た温度をコントローラ演算部３０に送出して、所定の温度に制御するよう温度調整手段２
１を制御するフィードバック制御を行う。一方で、増幅回路２８は信号線を介してコント
ローラ部１ＡのＡ／Ｄコンバータ３１と接続されて、レーザパワーに関する信号をコント
ローラ演算部３０に送出する。
（レーザ励起部６）
【００２９】
　レーザ励起部６は、光学的に接合されたレーザ励起光源１０とレーザ励起光源集光部１
１を備える。レーザ励起部６の内部の一例を図７の斜視図に示す。この図に示すレーザ励
起部６は、レーザ励起光源１０とレーザ励起光源集光部１１をレーザ励起部ケーシング１
２内に固定している。レーザ励起部ケーシング１２は、熱伝導性の良い銅等の金属で構成
され、レーザ励起光源１０を効率よく外部に放熱する。レーザ励起光源１０は半導体レー
ザ（Laser Diode：ＬＤ）や励起ランプ等で構成される。図７の例では、複数の半導体レ
ーザダイオード素子を直線状に並べたレーザダイオードアレイを使用しており、各素子か
らのレーザ発振がライン状に出力される。レーザ発振はレーザ励起光源集光部１１の入射
面に入射されて、出射面から集光されたレーザ励起光として出力される。レーザ励起光源
集光部１１はフォーカシングレンズ等で構成される。レーザ励起光源集光部１１からのレ
ーザ励起光は光ファイバケーブル１３等によりレーザ出力部２のレーザ媒質８に入射され
る。レーザ励起光源１０とレーザ励起光源集光部１１、光ファイバケーブル１３は、空間
あるいは光ファイバを介して光学的に結合されている。
（レーザ出力部２）
【００３０】
　レーザ出力部２は、レーザ発振部５０を備える。レーザ光ＬＢを発生させるレーザ発振
部５０は、レーザ媒質８と、レーザ媒質８が放出する誘導放出光の光路に沿って所定の距
離を隔てて対向配置された出力ミラー及び全反射ミラーと、これらの間に配されたアパー
チャ、Ｑスイッチ１９等を備える。Ｑスイッチ１９はレーザ媒質８から出射されるレーザ
の光軸上に位置するよう一方の端面に面して配設されている。Ｑスイッチ１９を用いるこ
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とで連続発振を尖頭出力値（ピーク値）の高い高速繰返しパルス発振に変えることが可能
となる。またＱスイッチ１９には、これに印加するＲＦ信号を生成するＱスイッチ制御回
路２９が接続されている。このレーザ発振部５０は、レーザ媒質８が放出する誘導放出光
を、出力ミラーと全反射ミラーとの間での多重反射により増幅し、Ｑスイッチ１９の動作
により短周期にて通断しつつアパーチャによりモード選別して、出力ミラーを経てレーザ
光ＬＢを出力する。レーザ媒質８は光ファイバケーブル１３を介してレーザ励起部６から
入射されるレーザ励起光で励起されて、レーザ発振される。レーザ媒質８はロッド状の一
方の端面からレーザ励起光を入力して励起され、他方の端面からレーザ光ＬＢを出射する
、いわゆるエンドポンピングによる励起方式を採用している。
（レーザ媒質８）
【００３１】
　上記の例では、レーザ媒質８としてロッド状のＮｄ：ＹＶＯ4結晶を用いた。また固体
レーザ媒質の励起用半導体レーザの波長は、このＮｄ：ＹＶＯ4の吸収スペクトルの中心
波長である８０８ｎｍに設定した。ＹＶＯ4結晶で得られるレーザ光の波長は、１０６４
ｎｍとなる。ただ、この例に限られず他の固体レーザ媒質として、例えば希土類をドープ
したＹＡＧ、ＬｉＳｒＦ、ＬｉＣａＦ、ＹＬＦ、ＮＡＢ、ＫＮＰ、ＬＮＰ、ＮＹＡＢ、Ｎ
ＰＰ、ＧＧＧ等も用いることもできる。
（波長変換素子２０）
【００３２】
　固体レーザ媒質に波長変換素子２０を組み合わせて、出力されるレーザ光の波長を任意
の波長に変換する。変換素子としては非線形光学結晶が利用でき、例えばＫＴＰ（ＫＴｉ
ＰＯ4）、有機非線形光学材料や他の無機非線形光学材料、例えばＫＮ（ＫＮｂＯ3）、Ｋ
ＡＰ（ＫＡｓＰＯ4）、ＢＢＯ（β－ＢａＢ2Ｏ4）、ＬＢＯ（ＬｉＢ3Ｏ5）や、バルク型
の分極反転素子（ＬｉＮｂＯ3（Periodically Polled Lithium Niobate ：ＰＰＬＮ）、
ＬｉＴａＯ3等）が利用できる。また、Ｈｏ、Ｅｒ、Ｔｍ、Ｓｍ、Ｎｄ等の希土類をドー
プしたフッ化物ファイバを用いたアップコンバージョンによるレーザの励起光源用半導体
レーザを用いることもできる。ここでは、波長変換素子２０としてＬＢＯを使用した。こ
れによって発生される第２次高調波の波長は、５３２ｎｍとなる。
【００３３】
　また波長変換素子２０は一のみならず、複数使用することもできる。これにより第２次
高調波発生（Second Harmonic Generation：ＳＨＧ）に限られず、第３次高調波発生（Th
ird Harmonic Generation：ＴＨＧ）や第４次高調波発生（Fourth Harmonic Generation
：ＦＨＧ）、第５次高調波発生（Fifth Harmonic Generation：ＦＩＨＧ）、和調波発生
（Sum Frequency Generation：ＳＦＧ）、パラメトリック発振（Optical Parametric Osc
illation：ＯＰＯ）、差調波発生（Differential Frequency Generation：ＤＦＧ）など
を利用することもできる。
【００３４】
　なお、固体レーザ媒質としてバルクに代わってファイバーを発振器として利用した、い
わゆるファイバーレーザにも適用可能である。また固体レーザ媒質を使用せず、言い換え
るとレーザ光を発振させる共振器を構成せず、波長変換のみを行う波長変換素子を使用す
ることもできる。この場合は、半導体レーザの出力光に対して波長変換素子で波長変換を
行う。このように、本実施の形態においてはレーザ発生源として様々なタイプを適宜利用
できる。
（２方向励起方式）
【００３５】
　固体レーザ媒質を励起する構成としては、固体レーザ媒質を励起する励起光を一方の端
面のみから入射して励起させ、他方の端面からレーザ光を出射する、いわゆるエンドポン
ピングによる１方向励起方式が利用できる。また、固体レーザ媒質の前後の端面から各々
励起光を照射する２方向励起方式も採用できる。２方向励起においては、各端面に励起光
源であるＬＤを各々配置する構成の他、単一のＬＤからの励起光を光ファイバ等で分岐し
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て、固体レーザ媒質の両端面からポンピングする構成等が利用できる。
【００３６】
　特に固体レーザ媒質を励起するレーザ加工装置では、量子効率の限界から、励起パワー
のうち３割～４割が熱となり失われてしまう。そのため極限的な性能を発揮させるために
は、強励起により顕在化する熱複屈折や熱レンズ、熱複レンズ、更には熱による破壊等の
様々な熱問題を解決する必要がある。特にＬＤ励起固体レーザ加工装置においては、固体
レーザ媒質の励起光吸収に伴う発熱が結晶そのものにレンズ効果を誘起し、熱レンズを生
じさせる。熱レンズはレーザ共振器の安定性を著しく阻害し、共振器の設計の大きな障害
となる。２方向励起方式を採用することで、このような問題を軽減できる。また２方向励
起方式においては、レーザ励起部６として一の励起光源を使用し、これを分岐して各端面
から投入する構成とすることで、熱レンズ等の発生を抑制することもできる。加えて、励
起波長に対する安定性や立ち上がり特性の改善の効果も得られる。
（温度計測手段２３；温度調整手段２１；温度制御手段２２）
【００３７】
　波長変換素子２０には、温度計測手段２３と温度調整手段２１が固定されている。また
これら温度計測手段２３と温度調整手段２１は、温度制御手段２２に接続されて制御され
る。さらに温度制御手段２２は、コントローラ演算部３０により制御される。コントロー
ラ演算部３０に制御される温度制御手段２２は、温度計測手段２３で計測された温度にし
たがって、波長変換素子２０が所定の温度になるよう温度調整手段２１を制御する。温度
計測手段２３は、熱電対等、波長変換素子２０の温度を測定可能な部材で構成される。ま
た温度調整手段２１は、波長変換素子２０を加熱又は冷却してその温度を調整する部材で
あり、ペルチェ素子が好適に利用できる。なお温度計測手段２３や温度調整手段２１は、
好ましくは波長変換素子２０と直接接触させることが好ましいが、何らかの部材を介在さ
せて熱伝導状態に接続することもできる。
【００３８】
　また、温度計測と別に、周囲の環境温度を計測するために環境温度取得手段を備えるこ
ともできる。ただ、温度計測手段２３で計測された波長変換素子２０の温度を、周囲環境
温度として代用することもできる。この場合は環境温度取得手段を温度計測手段２３で兼
用して、必要な部品点数を減らし、さらに制御を簡素化できる。
（フィルタ手段２４）
【００３９】
　レーザ光出力の光軸上には、フィルタ手段２４と出力抽出手段２６が配置される。フィ
ルタ手段２４は、波長変換素子２０から出射されるレーザ光出力の内、加工に必要な波長
域のみを透過させ、他の波長成分をカットする。例えば固体レーザ媒質としてＮｄ：ＹＶ
Ｏ4結晶、波長変換素子２０としてＬＢＯを用いた場合のレーザ光出力は、Ｎｄ：ＹＶＯ4

から出射される基本波である１０６４ｎｍとＬＢＯで波長変換された第２次高調波である
５３２ｎｍの光が混在しているが、この内５３２ｎｍのみを取り出し、１０６４ｎｍの成
分をフィルタ手段２４でカットする。
（出力抽出手段２６）
【００４０】
　出力抽出手段２６は、フィルタ手段２４でフィルタされたレーザ光出力の大部分を透過
させる一方で、レーザ光出力の一部を出力モニタ手段２７側に反射させる。これによりレ
ーザ光出力の一部を取り出して、この値からレーザパワーを測定することができる。この
ように出力抽出手段２６はビームサンプラとして機能し、例えばレーザ光出力の１％～数
％を反射させる部分反射ミラーが利用できる。
（シャッタ手段２５）
【００４１】
　シャッタ手段２５は、レーザ光出力の遮断、通過を切り替えるための部材である。シャ
ッタ手段２５はレーザ光の光路上に設けられてレーザ光を遮断する閉状態と、レーザ光を
通過させる開状態とを切り替え可能としている。後述する温度探索を行う場合は、戻り光
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の影響を受けないようにするため、シャッタ手段２５を閉状態とする。
（出力モニタ手段２７）
【００４２】
　出力モニタ手段２７は、出力抽出手段２６で偏向されたレーザ光出力を受光して、その
出力値を検出する。好適には、レーザパワーのエネルギーを電気量に変換するパワーメー
タであり、サーモパイルや焦電素子が利用できる。ここではサーモパイルを利用している
。サーモパイルは、複数の熱電対を直列に接続した赤外線受光部（温接点）を備える。サ
ーモパイルの赤外線受光部に赤外線が入射すると、入射した赤外線の量に応じて温接点と
冷接点との間に温度差が生じ、その差に応じた熱起電力が発生する。この熱起電力が測定
対象物の温度すなわち赤外線エネルギーに対応する。このようにしてサーモパイルから得
られた電気信号を、必要に応じて増幅回路２８で増幅し、予めＲＯＭ等のメモリ手段に格
納されたテーブルを参照してワット数等のエネルギー量に換算する。換算されたエネルギ
ー量を示す信号値は、信号線でヘッド部からコントローラ部１Ａに送出される。コントロ
ーラ部１Ａでは、Ａ／Ｄコンバータ３１で電気信号をＡ／Ｄ変換した後、コントローラ演
算部３０に入力される。
（コントローラ演算部３０）
【００４３】
　コントローラ演算部３０は、出力モニタ手段２７からのフィードバックによりレーザ光
出力のＯＮ／ＯＦＦやレーザパワー等の発振状態を検出することができる。さらにコント
ローラ演算部３０は、波長変換素子２０の温度制御を行う温度制御手段２２の制御も行う
。温度調整手段２１は、温度計測手段２３で検出された波長変換素子２０の温度が、目標
温度となるように温度制御手段２２で制御する。この温度調整手段２１に対し、波長変換
素子２０の目標温度を指示し、一方で波長変換素子２０の現在の温度を温度調整手段２１
から受領する。またコントローラ演算部３０は、指定されたＱスイッチ周波数でＱスイッ
チ１９をＯＮ／ＯＦＦ動作させるよう、Ｑスイッチ制御回路２９の制御も行う。
【００４４】
　さらにコントローラ演算部３０は、ＱスイッチをＯＮ／ＯＦＦ動作させたときのレーザ
パワーを出力モニタ手段で検出し、所定値以上のレーザパワーを検出できない場合に異常
と判定する異常判定手段と、温度調整手段２１によって波長変換素子２０の温度を所定の
範囲内で変化させ、各温度における波長変換素子２０から出射されるレーザ光のパワーを
測定する温度探索を実行し、該温度探索の結果レーザパワーが最大値を示すときの該レー
ザパワー最大値、及び波長変換素子２０の温度を、該波長変換素子２０の最適温度として
設定する最適温度設定を行う温度探索手段、又は波長変換素子２０の温度を変化させて、
各温度におけるレーザパワーを測定する温度探索を行い、レーザパワーが最大となるとき
の出力モニタ手段２７で検出されたレーザパワー最大値、及び温度計測手段２３で計測さ
れる波長変換素子２０の温度を保持する温度保持手段と、温度保持手段に保持されたレー
ザパワーが最大となる波長変換素子２０の温度を、波長変換素子２０の最適温度として設
定する最適温度設定を行う温度設定手段と、温度調整手段２１で波長変換素子２０の温度
を変化させて温度探索を行う開始温度を、初期設定温度記憶手段に記憶された初期設定時
の環境温度に基づいて設定すると共に、該開始温度よりも高い温度又は低い温度のいずれ
に向かって温度探索を行うかを、環境温度取得手段で取得された環境温度に基づいて設定
する探索範囲設定手段と、初期設定温度記憶手段に記憶された初期設定時の環境温度と、
環境温度取得手段で取得された環境温度との温度差が、予め設定された基準値を超える場
合に、温度探索を実行すべきと判定する温度探索判定手段の機能を実現する。このような
コントローラ演算部３０は、ＣＰＵなどで構成される。
【００４５】
　またコントローラ演算部３０は、メモリ部５を備える。メモリ部５は、温度設定手段に
よって設定された最適温度を保存する温度保存手段、初期設定時の環境温度を記憶する初
期設定温度記憶手段として機能する。なお波長変換素子２０の温度は、測定点すべての温
度を記録する必要はない。温度設定手段は、少なくともレーザパワーの最大値を保存すれ
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ば足りる。例えば波長変換素子２０の温度をスイープしたとき、各温度に対するレーザパ
ワーをすべて記録せず、少なくとも現在までのレーザパワーの最大値をホールドし、次に
計測されたレーザパワーをこの最大値と比較して、このときのレーザパワーの方が大きけ
れば上書きするようにしてもよい。もちろんすべてのデータを記録して、記録終了後にレ
ーザパワーの最大値を特定し、そのときの温度を最適温度として設定するようにしてもよ
い。
（波長変換素子２０の温度制御）
【００４６】
　以上のレーザ加工装置は、レーザパワーをモニタリングする出力モニタ手段２７で、波
長変換素子２０の最適温度、すなわちレーザ光出力が最も大きくなる温度を探索する。波
長変換素子２０は温度調整手段２１によって温度が制御される。低温から高温、あるいは
高温から低温に向かって所定の範囲で温度をスイープし、各温度における波長変換素子２
０のレーザパワーを出力モニタ手段２７でモニタリングする。所定の範囲のスイープが完
了したときに、レーザパワーの最大値を記録した温度を、波長変換素子２０の最適温度と
してメモリ部５に記憶する。
（異常検知機能）
【００４７】
　さらにこのレーザ加工装置は、シャッタ手段を開状態としてレーザ光を出力して加工を
行う加工モードと、Ｑスイッチ又は励起光源の異常を検知する異常検知モードとを切り替
え可能としている。この切替はモード切替手段３Ｌで行う。モード切替手段３Ｌは、入力
部３で操作される。異常検知モードにおいては、シャッタ手段を閉状態としてレーザ光を
遮断し外部へのレーザ出力を禁止させるとともに、ＱスイッチのＱスイッチ周波数を、高
いレーザパワーを得られる特定の周波数に設定してＱスイッチをＯＮ／ＯＦＦさせる。こ
のときのレーザパワーを出力モニタ手段で検出し、所定値以上のレーザパワーを検出でき
ない場合は、異常判定手段がＱスイッチは異常であると判断する。
【００４８】
　従来の、基本波レーザ光を出力するレーザ加工装置のＱスイッチの異常検知においては
、例えば図３（ａ）に示すようにＱスイッチを閉じたままレーザパワーを８０％で出力す
るよう、励起光源のＬＤ素子に投入する。このときの出力モニタ手段で検出した出力が図
３（ｂ）に示すように０．８Ｗ以下のときは正常すなわち「ＯＫ」と判定し、これよりも
大きいときはＱスイッチがレーザ出力を停止させていない、開き放し状態にあるとして、
故障すなわち「エラー」と判定していた。
【００４９】
　また、Ｑスイッチが正常と判断された後、励起光源の劣化が生じていないかどうかのチ
ェックを行う。ここでは図８（ａ）に示すように、Ｑスイッチを開いたまま、レーザパワ
ーを８０％で出力し、図８（ｂ）に示すように、出力モニタ手段で５０％相当未満のレー
ザパワーしか検出できなかった場合は、レーザパワーが低下したとして警告を出力してい
た。このように、従来はＱスイッチの異常検知の後に励起光源の劣化チェックを別途行っ
ていた。
【００５０】
　しかしながら、基本波レーザ光を波長変換素子で高次高調波に変換するレーザ加工装置
においては、この方法では正確なＱスイッチの異常検知ができない。なぜなら、波長変換
素子は周波数依存特性があり、特定の周波数域で高い出力を示す反面、低い周波数域（開
き放し状態又は閉じ放し状態）や高い周波数域（開き放し状態又は閉じ放し状態）では、
出力が特定の周波数域に比べ低くなる傾向がある。図５に、このようなＬＢＯ結晶の周波
数特性のグラフを示す。この図の場合、周波数が０又は３０ｋＨｚを超えた領域では、出
力が０に向かって減少する傾向がある。このため、特定の周波数域以外の領域では、たと
えＱスイッチが正常な状態でも特定の周波数域に比べ出力が低下する傾向を示すため、故
障が発生した場合にその判定を確実に行えないおそれがある。なお、本実施の形態に用い
たＬＢＯ結晶では、上述の高いレーザ出力を得る特定周波数域が３０ｋＨｚ近傍の領域で



(13) JP 5314275 B2 2013.10.16

10

20

30

40

50

あるが、すべてのＬＢＯ結晶あるいは他の波長変換素子のこのような特定周波数域が３０
ｋＨｚ近傍とは限らない。これは、ＬＢＯ結晶の製法や成分、並びに周波数におけるＯＮ
状態とＯＦＦ状態の比率で変化することはいうまでもないことである。
【００５１】
　そこで本実施の形態においては、Ｑスイッチと波長変換素子を組み合わせた構成におい
て、従来と逆にＱスイッチをＯＮ動作させて、出力が得られない場合を異常と判定する構
成とした。具体的には、異常検知モードにおいて、まずシャッタ手段を閉状態とし、印字
点にはレーザ出力が漏れずに、出力モニタ手段で計測できる状況にする。次に図９（ａ）
に示すように、レーザパワーを８０％、Ｑスイッチ周波数に３０ｋＨｚに設定してレーザ
発振を行う。定格６Ｗのレーザを使用している場合、この状態で６Ｗ×８０％＝４．８Ｗ
の出力が、理論上は出力モニタ手段で計測されることになる。
【００５２】
　この状態で、異常判定手段が異常判定動作を実行する。具体的には、図９（ｂ）に示す
ように、出力モニタ手段が取得するレーザパワーが０．８Ｗ以下であればＱスイッチが故
障しているとしてエラーと判定する。エラーが出力されると、レーザ加工装置は動作可能
なレディ状態とならずに、エラー表示をしたまま停止する。一方で、Ｑスイッチ故障エラ
ーでないときは、レーザ加工装置をレディ状態にする。ただし、出力モニタ手段が取得す
るパワーが３Ｗ以下０．８Ｗ以上のときは、励起光源の出力が低下しているとしてパワー
低下警告を表示する。
【００５３】
　これにより、第２次高調波の性質とエラー状態をリンクさせて、エラー状態を確実に検
知できる。また一度の異常判定でＱスイッチ故障検出とレーザパワーの低下警告とを同時
に行うことができる。特にＱスイッチが故障しているということは、単に印字品質に影響
するだけでなく、意図しないレーザの照射からユーザを保護するという点で安全面の観点
からも好ましい。
（異常判定動作説明）
【００５４】
　次に、このような異常判定動作の具体的な手順の一例を、図１０のフローチャートに基
づいて説明する。まずステップＳ１で、異常判定動作の設定を行う。ここでは励起ＬＤ電
流を、レーザパワーが８０％になるように設定し、またＱスイッチ周波数が３０ｋＨｚに
なるようＱスイッチ制御回路２９を設定する。この状態でシャッタ手段を閉状態として、
レーザ発振を行う。次にステップＳ２で、５秒経過するまで待機する。５秒経過後、ステ
ップＳ３に移行し、出力モニタ手段で得られた検出値に相当するレーザパワーのワット数
を計算する。ワット数の計算は、上述の通りメモリ手段に格納されたテーブルを参照して
行われる。
【００５５】
　そしてステップＳ４で、得られたレーザパワーのワット数を判定する。レーザパワーが
４Ｗ以上の場合は、正常と判定されステップＳ６に進み、レーザ加工装置が動作可能なレ
ディ状態に移行する。一方、レーザパワーが０．８Ｗ以上４Ｗ未満の場合は、レーザパワ
ー出力低下警告を出力する。例えば、表示部８２に、ＬＤ素子の出力が低下している旨の
メッセージを表示させたり、警告音や音声ガイダンス等で、ユーザに対してＬＤ素子の電
流値調整や励起光源の交換といった対応策を促す。この場合は、レーザ加工動作を中止と
せず、そのままステップＳ６に進み、レディ状態に移行する。
【００５６】
　また一方、レーザパワーが０．８Ｗ以下の場合は、ステップＳ５－２でＱスイッチ動作
チェックエラーを出力する。この場合は、レディ状態に移行しないので、ユーザはレーザ
加工動作を実行できない。よって修理やメンテナンス、製造メーカに問い合わせといった
具体的な作業が必要となる。異常のようにして、Ｑスイッチ故障検出又はレーザパワーの
低下チェック動作を終了する。
【００５７】
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　なお、上記の場合分けは一例であって、レーザパワーの出力や判定の閾値などは、適宜
設定できることはいうまでもない。例えばレーザパワー出力低下警告の場合も、レーザ加
工を中止させるよう設定してもよい。
【００５８】
　このようにして、異常検知を確実に実行できる。異常検知の目的の一は、本来レーザ光
が出力されるべきでない状態において、意図せずレーザ光が出力されてしまう事態を回避
することにもある。このような観点から従来は、レーザ光を出力しない状態を意図的に作
り出した上で、それでもレーザ光が検知されれば、異常が発生していると判断することと
していた。しかしながらこの方法では、ＬＢＯなどの波長変換素子を用いたレーザ加工装
置においては、ＬＢＯの周波数依存性のため、正常な状態でもレーザ光の出力が極めて低
い、もしくは出力されない状態が存在し、このためＱスイッチの異常が発生している状況
と区別が困難になるという問題が生じた。
【００５９】
　そこで本実施の形態では、従来の異常検知とは真逆のアプローチ、すなわちレーザ光を
意図的に出力する状況を作り出した上で、レーザ光の出力が所定値よりも低い場合を異常
と判定するようにしている。これにより、Ｑスイッチの異常を確実に検出できる。また、
従来のように低いレーザパワーを検知するのでなく、比較的高いレーザパワーを検出する
構成のため、サーモパイル等の出力モニタ手段の検出精度を、低い領域で高める必要が無
く、部品コストも低減できる。加えて、Ｑスイッチ異常と同時にＬＤなどの励起光源の出
力低下も同時に判定できる。このように、本実施の形態に係る異常検知方法は従来の異常
検知方法に比べて、極めて優れた特長を備えている。
【産業上の利用可能性】
【００６０】
　本発明のレーザ加工装置、レーザ加工装置の異常検知方法は、例えばマーキング、穴あ
け、トリミング、スクライビング、表面処理等、立体形状を有する立体の表面にレーザ照
射を行う処理において、立体形状の設定に広く適用可能である。なお、３次元印字が可能
なレーザマーカの例について説明したが、本発明は２次元印字が可能なレーザマーカに対
しても好適に適用できる。
【図面の簡単な説明】
【００６１】
【図１】レーザ加工装置の構成を示すブロック図である。
【図２】レーザ加工装置の異常検出動作を示すブロック図である。
【図３】図２の回路で、ＱスイッチをＯＦＦ状態としてレーザ発振させた場合のＬＤの電
流値とパワーモニタで検出した出力を示すグラフである。
【図４】波長変換素子を備えるレーザ加工装置の異常検出動作を示すブロック図である。
【図５】ＬＢＯ結晶のＱスイッチ周波数に対する平均出力特性を示すグラフである。
【図６】本発明の一実施の形態に係るレーザ加工装置を示すブロック図である。
【図７】図１のレーザ励起部の内部構造を示す斜視図である。
【図８】ＱスイッチをＯＮ状態としてレーザ発振させた場合のＬＤの電流値と出力モニタ
手段で検出した出力を示すグラフである。
【図９】図６の回路で、ＱスイッチをＯＮ状態としてレーザ発振させた場合のＬＤの電流
値と出力モニタ手段で検出した出力を示すグラフである。
【図１０】異常判定動作の手順を示すフローチャートである。
【符号の説明】
【００６２】
１００、３００…レーザ加工装置
１…レーザ制御部；１Ａ…コントローラ部；２…レーザ出力部
３…入力部
３Ｌ…モード切替手段
４…レーザ駆動制御部；５…メモリ部
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６…レーザ励起部；８…レーザ媒質；９…レーザ光走査部
１０…レーザ励起光源；１１…レーザ励起光源集光部
１２…レーザ励起部ケーシング；１３…光ファイバケーブル
１５…集光部；１９…Ｑスイッチ
２０…波長変換素子
２１…温度調整手段
２２…温度制御手段
２３…温度計測手段
２４…フィルタ手段
２５…シャッタ手段
２６…出力抽出手段
２７…出力モニタ手段
２８…増幅回路
２９…Ｑスイッチ制御回路
３０…コントローラ演算部
３１…Ａ／Ｄコンバータ
５０…レーザ発振部
５３…ビームエキスパンダ
８２…表示部；
ＬＢ…レーザ光
ＷＫ…ワーク

【図１】 【図２】
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